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中小会社監査の制度化への疑点
高柳龍芳
はじめに
資本主義社会における企業は，必ずこれに関係する利害関係者を持ってい
る。企業が存続し，活動を行なうに当っては，資本ないし資金を提供する株
主層や社債権者，さらに融資を行なうところの金融機関，また資材商品など
を納入する取引先層，あるいは労働力を提供する従業員層をはじめ，租税公
課を徴集する国家，地方自治体，進んでは，一般消費者や企業の近辺に居住
して公害を蒙るかもしれない住民層に至るまで多くの複雑多岐にわたる利害
開係者が数えられる。
さて，このような企業をめぐるこれら利害関係者の利害を相互に調整する
ため，ないしは，企業からこれら第三者の利益を保護するためには，何より
もまず，企業活動に関する適切な情報が提示されることがのぞましい。そこ
で，株式会社組織をとる大企業，いわゆる，所有と経営が分離した企業を前
提として考えるならば，企業の所有者である一般株主は，その企業所有主と
しての利益を受けるために，企業の活動に関する基本的な情報（会計情報を
最低とする）を提供される必要がある。しかしながら，これらの株主は，企
業に対しては，自己が投資した範囲内での，間接的な有限責任を負うにすぎ
ない関係上，企業が債務超過や破産におち入った場合には，その損害は債権
者にも及ぶことになるのである。このようなリスクを負担する債権者の利益
を保護するためにも，企業の活動に関する情報を開示する必要がでてくるの
である。
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このような近代化した大企業は，自己の意図いかんにかかわらず，広範な
外部の利害関係者にとりまかれている。直接的な利害関係者といえる株主や
債権者で，現在のところはその企業と関係を持っていない場合であっても，
将来は，かかわりあいを持とうと考えている人々もいる。このような社会的
存在となっている企業は，自らをとりまく利害関係者の利害を保護すべき責
務を負っているといわねばならない。このような企業が社会に存立し継続し
ていくための基本的な条件として，情報の開示があるといえるだろう。
この情報の開示を行なう直接的な手段は，専ら企業の作成する財務諸表の
公表である。財務諸表は，会社の財産状態や企業の状況を端的に表示する情
報開示のための手段であって，会社の実態を知りうるには最も有効な対象物
である。このうな財務諸表を必要とする外部の利害関係者の立場ないしは性
格がどのようなものであるのか，それぞれの利害特質について考えてみるこ
とが，情報開示の程度や必要度を解明するカギとなる筈である。
ー．監査目的と監査目標
さて，企業の梢報開示についての最も重要な条件に，その情報の真実性の
保証がなされているかどうかの問題がある。そこに監査が登場するゆえんが
ある。ところで，監査とは何かという問は，教科書であれ，専門書であれ，
殆んどの書物では，その序章の中に説明されるのが普通であるが，その解説
は必ずしも明確であるとはいえない。監査を定義するに当っては，保護すべ
き利害関係者は多岐多面にわたることから，これをどうとらえるかによって
その内容が異なってくることに，一つの原因が求められる。ここでは，ま
づ，監査とは何かを考えるために，企業の利害関係者とのからみあいから接
近をはかってみたいと思う。
そこで，監査とは何かと問う場合，二段階に区分して論を進めていきたい。
まづその第ーは「監査が達成しようとする社会的な目的」について分析する
こと， それについで， その第二は， 「監査手法を駆使して達成できる監査目
標」に関する検討，の二つである。
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さて，硯代の監査を定義すれば，一般的には，次のように云われている。
すなわち，「監査とは，会計記録の全体又は一部について，第三者が特定の
目的をもって，その記録の正否またはその適否を検討し，これを報告する一
(1) 
連の行為である」と。
この文言の中に「特定の目的をもって」という箇処があるが，この部分
は，監査は何のために行なわれるのかという問い，も少し敷延すれば，誰の
ために行なわれるのかという問いへのカギを示す部分である。ここでいう目
的とは， 当初に示した目的についていえば， 「監査が達成しようとする社会
的な目的」に関係する部分である。一般的には，硯代の監査の目的とは，企
業をとりまく利害関係者を保護することであるといいかえることができよ
ぅ。したがって，特定の目的とは，利害関係者の種類ごとに特定して想定す
ることが可能となろう。たとえば，それは，株主の保護を想定しており，ぁ
るいは債権者の保護であり，ときには，国家，従業員，経営者等々の保護を
想定することができるであろう。
監査が有する，この利害関係者の保護目的とは，多岐にわたる種々の利害
関係者の利害を相互に調整するという社会要請に基づいて生ずるものである
から，この種の社会的目的は，当然ながら，利害関係者の性格の相遣，そこ
から生ずる要請の内容に応じて変化するであろう。ここでは，このような社
会的目的に応じて監査を分類してみることから始めてみたい。まづ，大まか
な区別をするとすれば，①投資目的，③信用目的，⑧保全目的に分けること
ができるであろう。投資目的型監査とは，一般投資家の保護を目的とすると
ころの財務諸表監査（この名称は目的別分類とは別に監査目標分類により位
置づけられた場合の一型態と考えられる）であり，信用目的型監査とは，金
融機関や信用授信者等，短期債権者の保護を目的とするもの（監査目標分類
としては貸借対照表監査が代表される）である。最後の保全目的型監査と
は，使用人の不正行為を監視したり，その発生を予防するための，経営者を
保護する保全目的監査である。
(1) 久保音二郎著「近代財務諸表監査」（同文舘）昭和46年， 3頁。
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以上のように，一方における監査の目的として，利害関係者の保護を標的
とした社会的な性格による分類が考えられるのであるが，他方，このような
目的を達成するためには，監査人が監査を実践するに当って達成しなければ
ならない監査課題が存在する。この課題を果す指標が監査目標と呼ばれるな
らば， 「監査課題とは， 監査人が会計記録に関する信頼性ある判断を獲得す
ること，およぴこのような信頼性ある判断を形成していく過程である」とい
えるだろう。いいかえるならば， 「監査とは，会計記録の正否又はその適否
を検討し，これを報告する一連の行為である」と，さきに記述した定義のこ
の部分こそ， まさに， 監査目標を示した箇処であるといえる。「会計記録の
正否又は適否を検討する」ことを通して，そこから監査人が信頼性ある判断
を獲得し，それによって得られた判断の結果を報告することが監査の目標で
あるということができる。すなわち，監査課題とは，監査人が監査の手法を
駆使して監査目標を達成することをいうのである。
以上のように，監査人が監査実施の過程で獲得した判断を，どのような形
で報告するかといった，監査の行為又は監査目標達成度に従って監査を分類
する場合には，どの程度の信頼性を確保するかという観点に立って， それ
は，①内部統制組織の調査とか，③試査監査とか，⑧精細監査とかに分けら
れるであろう。あるいは，どの対象に対して監査の証明を与えるかという立
場に立てば，それには，①帳簿対象監査，③貸借対照表対象監査，⑧財務諸
表対象監査などの分類のしかたも考えられるであろう。
したがって，現実に生起している監査は，以上の「監査目的」と「監査目
標」の二つの概念の組み合せによって分類されていると考えられる。
二．監査目的の時代的変遷
さて，企業における会計監査は，「特定の目的」をもって実施されており，
現在，企業一般の中にみられる分類によれば，①投資目的型監査，③信用目
的型監査，⑧保全目的型監査があることはすでに述べた通りである。この，
それぞれ目的を相遮せしめる監査の形態は，現実には監査の類別化となって
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現われるものではあるが，又，それ以上に，監査の歴史的発展段階とも深く
関係づけられるように思えるので，その特長を少し述べてみたい。
まづ，保全目的型の監査をとり上げるならば，その重点は，事業主の自己
擁護を目的とするものであり，そのためには，使用人の不正や誤謬の発生し
ないよう，未然に防ぐことを目標としている監査である。したがって，その
監査の手法は，もつばら精査によって行なわれたと考えることができる。例
えば，初期における英国の帳簿対象監査に象徴される監査がその典型であろ
う。
次に，事業主の自己擁護を目的とする監査は発展を遂げて，債権者の立場
からする，いわゆる信用目的型の監査へと転換があった。 19世紀の末から20
世紀の初めにかけて，米国においては，信用経済のめざましい進展がみら
れ，事業の大規模化や複雑化に伴って，企業には必然的に内部統制組織の発
達がみられるようになったのであり，その結果，会計上の不正や誤謬が自働
的に防止される可能性がでてきたのである。いづれにしても，巨大化し始め
た企業に対し信用を授与しようとする側の開心は，その事業の収益性や収益
能力にもある程度向けられてはいたものの，信用授与の判定基準は，基本的
には事業の安全性や流動性分析におかれるのが当時の考え方であった。その
ため，この安全性や流動性は主としてその企業の作成する貸借対照表によっ
て判定できることから，監査の対象はもっぱら財産状態を判定しうる貸借対
照表に向けられたのである。すなわち，信用目的型監査は，監査目標として
の貸借対照表対象監査と合体して発展を遂げたのである。この貸借対照表監
査は，米国の銀行が融資に際し監査人の証明した貸借対照表の提出を求めた
ことにより発展を促したものといわれている。
やがて，監査は投資目的型監査の時代を迎える。すなわち，時代の進展と
ともに，監査もまた，企業の財産状態の判定を主たる目的とする信用目的型
監査（監査目標分類からは貸借対照表対象監査）より財政状態および経営成
績の判定を主たる目的とする投資目的型監査（監査目標分類からは財務諸表
対象監査）へと更に前進を遂げる。
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20世紀に入ってからの，信用経済の飛躇的な発展の結果，証券資本制に基
く経済民主化は，株式の分散を促し，企業における所有と経営の分離を一層
明確にし，長期債権者や長期授信者等の投資家層を拡大化させ，いわば経営
に関与しない大多数の不在株主を排出せしめるにいたり，財務諸表の社会的
重要性を一段と強く認識させるようになった。その結果，現在の投資家およ
ぴ将来の投資家たらんとする人々の関心は，企業の過去は勿論，現在から将
来にかけての収益力や収益性の実績およびそれの予測に向けられることにな
り，動態的な経営成績の判定を目的とする財務諸表監査が主流となるのであ
る。
さて，この投資目的型監査が我が国に導入されるのは，第2次世界大戦以
後であるが，各国において制度化されるのは，概ね， 1930年代に入ってから
である。
例えば，米国においては， 1920年代からの投資熱によって生じた一般の零
細投資家が， 1920年以降の大恐慌によって大損害を蒙り，それまでの投資家
保護制度が破綻を来したことから， 1933年の有価証券法， 1934年の証券取引
所法に基づき，新たに保護制度の一環として財務諸表監査が強制されるので
ある。
また， ドイツにおいても，世界的恐慌の波をかぶって， 1931年には，大統
領緊急命令による財務諸表監査が強制され， 1937年には株式法の公布によっ
て，全株式会社およぴ株式合資会社への会計監査士による強制監査が実施さ
れることになったのである。
三．中小会社監査の性格
以上において，監査の歴史的発展段階に応じてそれぞれ特長を有する監査
の目的別分類を考察してきた。
さて，ここでわが国において目下焦眉の問題となっている，中小会社に対
する法定監査制度への導入について論じてみたいと思う。
今回の商法の改正は，昭和56年の改正以来最後の大詰めを迎えることにな
中小会社監査の制度化への疑点（高柳） (29)29 
ったが，その内容は大小会社の区分立法が中核をなしている。ここでは，問
題を監査制度に関してのみ限定していきたいので，その争点となっている，
中小会社の監査に係わる問題に焦点を当てていきたい。とりわけ，今回の中
小会社監査制度の改正における最終目標は，商法に進反したり，それを無視
したりする中小会社の数が膨大にのぽる実情に鑑みて，これらに対する形骸
化した法的規制を実効あらしめることにある点を，立法者側はたえず指摘し
続けているからである。
すなわち，立法者は，中小会社に対する監査を実施することの意義に関し
て，概ね，次のような指摘を繰返してきた。中小会社についての取扱いとし
て，その一つは，物的有限責任を支える基本条件の一つに計算の明確・適正
があって，それは，経済社会秩序の公正を保つためにどうしても確保される
ことが要請される条件であって，これが有限責任の合理性を主張しうる基礎
であること。さらにその二つは，会社の株主や社員にとって，その投資効果
を測定しうるための会社計算の明確・適正とその内容の開示は，債権者と債
務者・株主や社員間の公正の担保となるものであることを，とくにそれが正
(2) 
直者が馬鹿をみる制度であってはならない旨をつけ加えて説明している。
また，さらに，計算の内容が開示されても，それが不正確なものであると
かえって害毒を流す危険性に触れ，計算の適正を確保しうる最も直接的かつ
有効な手段として，第一には，会社計算の開示，第二には，その前提として
(3) 
の計算に対する第三者による監査を示唆しているのである。
立法者は，このように，中小会社の監査の必要な理由として，中小会社を
とりまく債権者の保護を第一の目的と考えており，その上に立って，会社計
算の適正と明確の確保を監査の目標に据えたのである。
ところで，今回の商法改正で問題とされている中小会社の監査は，前述し
た監査の目的別分類では，どの発展段階に位置づけられることになるのであ
ろうか。商法改正が目指している中小会社が，もし，すべて「閉鎖」会社
（その所有者としての構成員たる株主・社員の数が少なく，その間に個人的
(2)(3) 「大小会社区分立法に関する諸問題」（商事法務研究会別冊No.73)115頁。
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な信頼関係があり，それへの新規参入が法律上……・事実上……困難な会社
(4) 
をいう）であるとすれば，投資目的型監査の類型からははづれることになる
が，資本金5億円までの株式会社も含まれることを立法者は意図しているこ
とが考えられるので，中小会社であっても，経営と所有が分離し，投資者数
の比較的拡散化されている非「閉鎖」会社については，投資目的型監査の分
類に入れてよいと考えることができる。したがって，この場合の，非「閉鎖」
会社への監査は，当然に正規の監査の拡大につながるべき性格をもつものと
するのが妥当であろう。
他方，中小会社であり，かつ「閉鎖」会社である場合の，それに対する監
査とは，目的別分類からみれば，どの型の監査に属するのであろうか。立法
者が意図している保護対象としての債権者とは，多分短期授信者を指してい
ると思われる。銀行や証券会社からの信用授与も考えられないことはない
が，おそらく，その主要な部分は，手形などの短期信用手段を利用して財や
サービスを納入する中小の取引業者，又は，将来においてその企業と取引を
しようと企図している中小の企業を指していると思われる。
もし，以上のような発想が当っているとするならば，前述した目的別分類
のうちの保全目的型監査は，そのような中小取引業者の保護を目的とするも
のではなく，事業主の自己擁護に重点が置かれていることから考えて，これ
に属する監査と規定しうるものではない。とすれば，この債権者保護を目的
とする監査は，信用目的型監査に属するものであろうか。
信用目的型監査では，すでに述べたように，その発祥は，歴史的には融資
を行なう銀行を保護することを目的としたものであった。企業は，銀行から
容易に融資を受けることができるように，外部の専門監査人の監査を受けた
のであり，銀行もまた監査人の監査証明を得た貸借対照表に基いて安心して
融資を実行したのである。授信者と受信者との間における，社会的要請の合
致するところに，貸借対照表監査の発展がみられたのである。
それと同じような理由を認めうるとするならば，信用によって財又はサー
(4) 「大小会社区分立法に関する諸問題」（商事法務研究別冊No.73)13頁。
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ビスを納入する業者が安心して取引できるためには，債務者側である企業
が，外部の専門監査人による監査を受けることが必要不可欠の条件となるこ
とは間遮いない。そのような監査を受けることによって，企業は，取引業者
から，一層の信頼を獲得しうることになるからである。
この種の債権者保護を目的とする監査も，信用目的型監査と呼ぶことがで
きるであろう。今，商法改正において問題となっている監査が属する型は，
この種の監査であるといえる。したがって，この種の監査を綿密に検討する
ことが緊急の課題となるであろう。
四．試査と内部統制との相互関連性
さて，前述において，監査が達成すべき社会的目的にからんで，監査の分
類を説明してきたのであるが， ここでは， 「監査手法を駆使して達成すべき
監査目標」という観点から検討を加えてみたい。
まづ，複雑化し，茫大となった近代企業会計を監査しうるという，投資目
的型監査の典型としての財務諸表監査の実施が今なお可能とされているの
は，一般に試査理論が承駆されていることによる。すなわち，そのような試
査を前提としながら監査人が確信をもって財務諸表に対し意見を表明しうる
のは，そこに内部統制組織の存在が駆承されているからである。監査基準に
おいても， 試査を隠める根拠として内部統制の信頼性を挙げ， 「監査人は内
部統制組織の信頼性の程度を勘案して，試査の範囲を合理的に決定しなけれ
ばならない」（実施基準二）としている。なお， その上で，試査を行なう場
合の内部統制の信頼性の程度の評定とそれが十分でない場合の監査人のとる
べき態度については， 「内部統制組織がよく整備運用されている場合には，
試査の範囲を縮少することができるが，その組織が完全でなく，その効果が
十分に隠められない場合には，その程度に応じて，試査の範囲を拡大しなけ
ればならない」（監査実施準則第一総論三）と述べられている。
このことは，試査の範囲と内部統制の信頼性とが相互補完の役割を果して
いることを示唆している。も少し具休的に言えば，財務諸表に対する監査意
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見の表明を可能にするに必要な，証拠の十分性又は有効性は，試査と内部統
制の相互補完作用を通じて具現されることになるといえよう。試査によって
獲得された証拠は，信頼性ある内部統制組織に支えられて初めてその有効性
を隠知されるのである。
しかしながら，内部統制の信頼性がどの程度に高い場合に，試査の範囲が
どの程度に縮少しうるのか，あるいは又，逆に，内部統制の信頼性がどの程
に低い場合に，試査の範囲がどの程度に拡大しなければならないのかとい
う，それぞれの度合の相互関係についての客観的基準は示されておらず，実
施準則において「内部統制組織が著しく不備であるため，監査実施の基礎条
件が成熟していないと慰められる場合には；監査契約の締結を見合わせる」
（監査実施準則第一総論四）旨を述べているにすぎない。この程度判断は監
査人の正当な注意にゆだねられていると考えることができる。
さて，以上のような投資目的型監査における監査実施の前提条件の設定
は，中小会社監査の場合にも適用できるのかどうかが問われるべき問題とな
ってこよう。中小会社においては，内部統制組織の整備は一般的にいって不
完全である。正規の監査が導入されたとき，企業の中に管理組織としての内
部統制が整備されていない場合には，監査の実施が不可能であるとの立場か
ら最初は数年にわたって制度監査が実施されたのであって，内部統制の整備
が監査受入の前提となったことは，十分，一般に駆識されていた事実であ
る 。．
歴史をふりかえるならば，精密監査から試査監査へと移行する転換期は今
世紀の初頭であり，米国における貸借対照表監査の全盛期を迎える頃と機を
ーにしている。試査監査を可能にしている前提は，内部統制組織の発展であ
った。近代に入ってから景気変動の波にあらわれて多くの企業が倒産を繰り
返してきた。会社が財政的危機に落ちこんだ挙句倒産に至る過程に，必ず行
なわれるのが粉飾決算であったことは，多くの歴史が示す通りである。企業
倒産において，社会から厳しい批判を受け，ときには糾弾を受けるのは，倒
産劇を演じた経営者であることは当然としても，必ず，それに伴なって監査
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のあり方に関して監査人側からの自省をも含め，痛烈な監査制度への社会か
らの批判が繰り返されたのである。
このような監査制度のあり方への反省は，監査人への厳しい責任の強化や
監査実施に関する基準の強化政策など絶えざる改正を続けさせたのである
が，監査実施の大前提となっている試査は，合理化思考の発展（例えばサン
プリング技術の開発など）に支えられて，一層定着化しているのが現状であ
る。したがって，決算の粉飾や企業倒産への対応策としての経営者の倫理の
向上あるいは責任の強化とともに，そのような試査理論を与える根拠とし
て，不正や誤謬の予防に向けての内部統制組織の再検討が絶えず繰り返えさ
れてきたのである。近代の巨大化する企業の監査が問題とされるとき，そこ
では，同時に必ず内部統制組織の問題が提起されてきた。これは近代的監査
の宿命であるといえよう。いいかえれば，内部統制が整備されることがない
限り，近代の監査制度は殆んど成立し難いと断じてもよいと思う。
五．経営者の監査人への報告義務
さて，この内部統制の思考は，企業の近代化とともに1900年代に入ってか
らの米国の監査思想の中に初めて現われたものと考えることができるのであ
るが，フランコ・ジャーマン計理体系をもつドイツなどではこの内部統制を
試査との関連についてはどのような理解がなされていたのであろうか。
ドイツの監査専門書において，内部統制の思考が現われるのは，例えば，
(5) 
監査における最も権威があるとされる，ア・デ・シュの書物においてもよう
やく1965年の第4版においてである (1957年の第3版においては，監査手続
との関連における内部統制思考は存在していない）。 また， 試査の前提とし
ての内部統制の検討が，会計監査士協会の専門意見書に初めて指示されるの
は1967年の第1号においてである。
さて，商法を基盤としながら，今世紀の初頭にあって，内部統制と試査と
(5) Adler/Dilring/Schmaltz, Rechnungslegung und Prilfung der Aktiengesell-
schaft, 4, Aufl., 1965. 
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の関連的思考が発達していなかったドイツの監査では，それでは，これらに
代る，いかなる処置が施こされていたのであろうか。
そこで，外部監査人（決算監査士）による株式法強制監査が全面的に実施
されるようになった， 1937年株式法をみると，次のような事実．を知ることが
できるのである。それは，株式法の中にある監査士に対する経営者側の報告
責任に関する条項である。それは，「不正確な記載」についての第400条で，
「つぎに掲げる者が取締役員もしくは監査役員として，．；…•その行為をし
た場合には，禁錮および罰金またはこれら両刑罰中いずれか一方の刑に処
する。
3. 本法の規定により，会社もしくは連結企業の決算監査士もしくはその
他の監査士に対し，またはコンツェルン決算監査士に対してしなければ
ならない説明およぴ証明において，虚偽の記載をし，または会社もしく
はコンツェルンの状況につき，不正の申述または秘匿をした者，
」
と規定している。
このように， ドイツの株式法においては，内部統制の整備という思考法に
代るものとして，監査士に対し，経営者側が虚偽の報告ないしは秘匿をした
場合の罰則を厳しく規定することで，試査監査の歯止めとしているように思
える。なお，会計監査士協会では， 1942年の専門意見書第1号で，取締役が
自らの責任において監査士に提示すべき，「情報報告書」 (Vollstandligkeit-
. (6) 
erklarung)の雛型を提示しているが，これもまた，経営者側の監査に対す
る責任の強化の一端を示すものと考えることができるであろう。
以上のように，内部統制を前提とする監査思想のなかったドイツにおいて
は，経営者の監査士に対する，不正や，不実の報告についての責任を厳しく
規制することで，監査制度の有効な運用をはかることによって，結果として
利害関係者の保護に資するという方式が考えられたのである。このような監
(6) 高柳阻芳著「監査報告書論」（千倉書房）増訂版昭和59年， 64頁。
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査のあり方は，わが国が現在問題となっている中小会社監査においても，内
部統制組織が不備であることを前提とした場合，一つの示唆を与えるものと
理解することも可能であろう。
六．中小会社監査の必要条件の検討
さて，角度をかえて監査の歴史を眺めてみれば，そこには，法定監査以外
にも，自由意見に基づくところの監査の流れを感ずることができる。むし
ろ，古くは，監査は任意の制度として出発をしているといった方が正確であ
るかもしれない。すなわち，外部の専門家による監査を歴史的にみれば，法
定監査が成立したのは，前にも述べたように1930年代を迎えてからである。
英国においてさえも，外部の専門監査人が会計監査人として任用されたの
は， 1948年会社法によってである。
さて，高田正淳教授は，監在が必要となる場合とは，利害関係者の間に利
害が対立することによっていづれかが損害を蒙むるような情況が生じてきた
場合であるとし，そのような情況が継続的に発生し，利害関係者の数が多く
社会問題になるおそれがある場合，この監査は制度化されるとしている。た
だ，その場合であっても，実際に監査が要請されるには次のような条件の一
つあるいは二つ以上が加わる場合であるとして，三つの条件を列挙してい
(7) 
る。すなわち，
(1)被監査側の行為や事実あるいは情報が当該利害関係者の経済生活に重大な
影響を与える可能性があること（影響の重大性）
(2)利害関係者に対する情報や説明が複雑で利害関係者にとって理解が困難で
あること（対象の複雑性）
(3)両当時者の間が場所的，制度的に遠隔であって，利害関係者が経済的，時
間的，能力的にもまたその立場からも直接調査することができないこと
（利害閲係者の遠隔性）
の以上である。
(7) 高田正淳著「最新監査論」（中央経済社）昭和54年， 6頁。
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さて，この三つの条件のうち，いくつかが重なって，あるいは，その一つ
だけが存在して監査は制度化されると高田教授は指摘されるが，私見によれ
ば，このうちの一つでもあれば，監査そのものは成りたつにちがいないが，
法定化といった制度を考える場合には，第一番目の（影轡の重大性）と第三
番目の（利害関係者の遠隔性）の二つは絶対に必要な条件であると思われ
る。この三つの条件すべてが満たされて実施された監査の例は，当初におい
て記述した投資目的型監査がこれに当ると考えられる。所有と経営の分離に
より分散化した大衆投資家の存在こそが財務諸表監査を必要ならしめた基本
的条件であった。 1930年代以降における財務諸表監査は，当初にあっては，
それ程複雑な体系をもってはいない会計構造の下での制度として発足したと
思われる。したがって，第二番目の条件である（対象の複雑性）は必ずしも
絶対に必要な条件であるとは云えなかったであろう。
私見によれば，目下のところ，第一及び第三番目の条件を二つながら満た
している監査は現行の法定監査以外には見いだしえないと思われる。すなわ
ち，投資目的型以外の監査である，信用目的監査あるいは保全目的型監査
は，任意監査として存在していれば十分なのであって，あえて法制化する必
然性はないのである。わが国で現在問題となっている，中小会社の監査は，
この信用目的型監査の類系に属するものであって，上述の制度化に必要なニ
つの条件を必ずしも兼ねそなえているとはいえないのである。
ここで，中小会社における利害対立関係に少し触れる必要があるだろう。
大会社が今や社会的存在として多くの利害関係者（投資家，債権者，国家，
地方自治体，従業員，住民に至るまで）に包囲されていることから，これら
の利害関係者の利害を調整する役割と しての監査の必要性が説かれはする
が，規模の大きさにおいて比較にならないにしても，中小会社もまた複雑な
この近代社会に存在している限り，大会社と変りなく社会的存在として認め
られる必要があろう。しかしながら，このような立て前は別として，監査の
必要性を象徴的に捉えるとすれば，利害を保護されるべき大会社の利害関係
者の対象は一般投資家層であるといえる。それと同じ発想で捉えるならば，
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中小会社において，監査により保護を受けるべき対象は，一般投資家ではな
く，それは取引関係を有する短期授信者であろうと思われる。
今，商法で問題とされている中小会社監査が信用目的型監査に属するであ
ろうことは論をまたない。この型の監査がわが国で問題となったのは，この
度の商法改正においてである。このような型の監査が殆んど硯実において実
施されたことがなく，慣行として定着もしていないところに，この種の問題
が突如として提示されたところに大きな混乱の原因があるのである。わが国
には，銀行や取引先等の短期授信者が，専門の監査人を利用することを通じ
て信用を与えるといった慣行は殆んど存在していないのである。
たしかに，最近では，中小企業投資育成会社が専門監査人の監査証明を受
領することを条件に融資をするなどという状況もようやく生じてきてはいる
が，それらの例外を除けば，殆んどの金融機関は，中小会社に対しては，監
査人の監査証明をとるよりは，自らの手で担保を確保することによって融資
を行うのが常識となっているのである。ましてや，取引業者は，中小会社か
ら受けとる手形については，真の信用を得て，将来永く商業上のつきあいを
続けることを覚悟するにいたるまでは，その会社の代表取締役の個人保証を
要求するのが常道である。
このように，信用を与えようと図る際に，わが国の授信者が採用する方法
は，殆んどの場合，担保物件を押えておくか，個人保証を付加することで実
施されるのが普通で，専門監査人の監査証明の提示だけで債権者となるよう
な立場を成立させることは滅多にないのである。このように監査慣行のない
ところに，信用目的型監査の制度を法的強制によって導入しようとしてもそ
の定着はかなり困難を予想させる。その強制は，下手すれば形骸化につなが
るであろう。
米国で発達した信用目的型監査は，それを実施することが，授信者と受信
者の相方にとって，利益となりえたことで発達を遂げた（法定制度として導
入されているのではなく，あくまでもこれは，任意監査として）のである。
監査を受けることが，その会社にとって大変に利益になるという状況をも含
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めた上で，社会的要請としての監査の必要性が強調されるのでなければ，そ
の成功は覚つかない。企業の物的有限責任を与える基本的条件の一つが計算
の明確，適正にあることをどんなに強く主張してみても，それが監査を受け
る側である，中小会社にとって監査を受けることが会社自体の利益にはね返
って来なかったり，社会的に有効な結果をもたらすべき保証が生じない限
り，そのような監査制度は発展をみないであろう。
さて，この中小会社において，利害対立するところの関係者とは，監査の
制度化に必要とされた前述の三つの前提条件との係わりあいからみるなら
ば，いかなる立場にたたされているのであろうか。
中小会社においても多くの利害関係者は存在する。その会社の行為や事実
あるいは情報が当該利害関係者の経済生活に重大な影響を与える可能性（第
ーの条件）は常に存在する。この中小会社の株主も，債権者も，経営者もそ
して従業員もすべて重要な影響をこの会社から受けることは当然であろう。
その意味でこの会社にも，監査の必要性が生じているのである。
それでは，利害関係者に対する情報や説明が複雑で利害閲係者にとって理
解が困難であるとする場合の第二の条件はどうであろうか，おそらく中小会
社の場合には，その決算書の内容は殆んで簡易であって，複雑な場合は例外
的に存在する程度ではないかと思われるので，この第二の条件は無視しても
よいであろう。
最後の第三の条件である， （利害関係者の遠隔性） についてはどうであろ
うか。まず，株主はどうであろうか。閉鎖的な中小会社であれば，おそらく
株主は経営者と密接な閲係にあって，両者間は場所的にも制度的にも遠隔で
ある関係ではなく，経済的，時間的にも，調査可能な範囲にあると考えられ
るであろう。つぎに債権者と会社の関係はどうであろうか。例えば債権者と
なるべき金融機関の場合を考えるならば，この金融機関は，融資先である中
小会社と，いわゆる（利害関係者の遠隔性）の概念に入るような関係を結ぶこ
とは殆んどないであろう。いいかえるならば，監査などを必要としないよう
な関係，さらに具体的にいうならば，確実な担保を獲得することを通じての
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み融資を与えるといった，取引を行なうであろうことが考えられる。
また，中小会社における取引関係を持つ短期授信者も，監査の必要性の条
件としての，第三の条件を満足させる関係にはないといえる。会社に対し信
用によって取引を開始すべきであるか否かは，その取引業者の責任において
決定するのが商売上の常識である。通常の場合，相手に対し信頼性を持てな
い場合には，信用ではなく現金で取引するものである。また，実際に信用取
引をする場合には，何らかの保証を得た上で，あるいは担保権を設定した上
で行う筈である。
このような保証を前提として信用取引をする場合，その保証が，会社の社
長個人の保証によるものか，あるいは専門監査人による監査証明を求めるか
は，受信側である会社の自由であろう。その会社が自ら監査を受け入れる休
制を整えた上で，被監査会社となることが，，信用取引をも可能にするかもし
れない。ひいては監査を受けることが会社の利益につながることになる。そ
してこのような習慣が生まれてこそ，自由意思に基く監査は社会的に受容さ
れる制度となりうるであろう。そのような条件が整わず，すなわち，会社側
に監査を受け入れる休制もなく，かつ監査を実施することが会社の負担とな
ると信じられているような社会では，たとえ法の権威をもって，それを強制
的に施行してみても，成功することは覚つかないと思われる。
おわりに
監査が制度として法的に定着しうるためには，すでに，そこに至るまでに
社会的な要請が存在し円熟している必要がある。
例えば，米国にあっては，有価証券二法の成立前の1931年において，ニュ
(8) 
ーヨーク市場に上場している会社の数は， 66％に達していたといわれる。ま
た， 1932年度株主宛報告書 (3,008社）のうち， 公会計士監査が実施されて
(6) 
いた会社は1,583社に達し，全体の53彩を示しているのである。
(8)(9) 千代田邦夫著「アメリカ監査制度発達史」（中央経済社）昭和59年， 294頁。
40(40) 第 32巻第 1 号
さらに， ドイツにおいて，株式法強制監査は， 1931年より始まったとされ
ているが，専門監査人による自由意思監査は， 1900年に入った頃，すでにド
(10) 
イツの株式会社の約60％が実施していたといわれている。
米国あるいはドイツにおける，このような20世紀へ入ってからの任意監査
の発達状況は，それぞれの国の社会的要請に応じて，その国それぞれにおい
て根づいてきたものであり，そのような歴史があったからこそ，両国とも
1930年代の経済恐慌という大きな変動をきっかけとして，監査の法制化への
道をきわめて容易に開きえたといえるのである。このように社会的要請とし
てすでに存在し，発達をとげていた任意監査が実施されていたからこそその
法制化は可能だったのである。
わが国にあっても，専門監査人による監査はすでに40年の経験を通過して
きた。立法府の力を借りて一層の強化をはかることが必要（例えば，強制監
査を行うべき会社の規模を徐々に下げたり，会社以外の法人へ拡大するな
ど）な場合も生じ始めてはいるが，できうれば，社会的要請が高まるにした
がって実施すべき監査は，まず，自由意思に基づくものであることがのぞま
しい。
例えば，現在問題となっている，中小会社監査の立法化については，調査
あるいは指導などという文言を用いてまで監査導入をはかろうとしている
が，これこそ監登の形骸化の方向に舵を向けるものであって，決して健全な
監査の育成に役立ちうるものではない。中小会社における債権者保護目的の
監査の法制化は，わが国においては初めての試みであり，任意監査の慣行さ
えもないことから，その立法化は極めて危険なものであるといわざるをえな
い。
中小会社監査が， もし真に社会的に必要とされるのであるならば，早急な
法制化は避けて，任意監査として育成しうるような手だてをこそまづ図るべ
きものであろう。とくに，このような方面におけるリーダーシップを公認会
計士協会に強く要請したい。法定監査導入以来，すでに半世紀になんなんと
(10) レフソン著，高柳脂芳監訳「監査一般理論」（同文舘）昭和60年， 10頁。
中小会社監査の制度化への疑点（高柳） (41)41 
する昨今である。立法の手に，中小会社監査をゆだねるまで手をこまぬいて
いた公認会計士協会にも一端の責任があるように思えるので，今後の，わが
国監査制度発展への努力をこそ，同協会にのぞみたいものである。
（完）
